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第 234 回

埼玉県の建設業 A 社の B 社長は本社近く

に自宅を構えている。従業員 C は終業後、

直属の上司から B 社長の自宅のリフォーム

を手伝いに行くよう指示された。C は上司

からの命令のため時間外にも関わらず社長

宅で作業をしていたところ、運んでいた家

具が倒れて下敷きとなり、頭部を損傷し全

治 3 週間のケガを負った。

通常、労働災害は業務起因性と業務遂行

性を鑑みて判断するため、業務外である私

的行為についての行動は、業務逸脱中の行

為として労働災害として認定されない。し

かし、今回のような業務に関しては会社の

本業での業務ではないが、本業との関連性

が強く認められる業務であること、社長か

らの指示を受けた上司からの命令であり、

従業員が断ることができない業務であった

と考えられることから、上長からの業務指

示による行動ということで業務遂行性が認

められ、業務上災害とされた。

業務災害における労働災害の判断基準で

は、大原則として、業務に起因して起こっ

たものであるか、業務を遂行する際に起

こったものであるかという判断が前提とな

る。その中で、業務に起因する範囲がどこ

までになるかの判断が重要になる。通常、

業務時間外に個人的な事由で業務外の行動

をしている場合は、業務の逸脱として、そ

の期間中に起こった災害は業務起因性と遂

行性が認められず業務外とされる。ただし、

この逸脱における行為が業務に起因する場

合や、暗黙の業務指示があったものである

が

え
る
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場合は、労働災害として認定される可能性

がある。

今回のケースでは、C の行動としては、

業務外のものではあるが、B 社長からの依

頼を受けた上司が直接指示をし、社長の依

頼のため断り切れない外観ができあがって

いた。社長の個人的な依頼という私的な行

為ではあるが、従業員としては、社長の指

示による業務であるということは、労働性

が問われて然るべき状況になっていたとい

える。

また、その業務を行っている間は残業

時間として申請し認められていたこともあ

り、業務としての色彩が強いと判断された。

加えて、本業で建設業を行っている会社で

あり、リフォームは通常のサービスでの周

辺業務ということもあり、本業との関連性

も強く結び付けられた。そのため、業務時

間外での社長の私用における行動であって

も業務に関連する行動と紐づけられ、労災

として認定される結果となった。

一方この業務指示を出した社長につい

て、管理責任は問われないのかというとこ

ろも論点となる。通常、労災が発生した際

に、その発生が第三者の行為による場合は

第三者行為届を提出したうえで、労災を起

こした要因である第三者に労災支給分を国

から後日請求をする（求償）流れとなる。

今回のケースでは、社長の業務指示という

こともあるが、災害を直接的に起こした要

因ではないので、第三者として考慮するの

は難しいと判断される。

ただ、このような社長宅での業務が恒常

化しているようであれば、社長宅を労働保

険の事業所として認定しなければならない

という判断をされる可能性も出てくる。そ

の他、もし残業代を支払っていない場合は、

サービス残業としての問題も発生する可能

性がある。そのため、私用での業務依頼と

はいえ、使用者と労働者という関係性から

考慮すると、業務行動の範疇に入ると判断

されることが濃厚となるため、労災以外の

事項でも注意が必要である。

もし別のケースで、社長が本業と全く異

なることを依頼した場合に労災と判断され

るどうかであるが、例えば、不動産業の会

社で、社長の家の庭の掃除の手伝いをして

いた際の災害となると、関連性があまりに

もないため通常は労災として認められない

可能性が高い。ただ、この際もどういった

業務指示があり、どのような外観となって

いたかを個別にみていく必要がある。

今回のようなケースでは、社長の私用で

はあるものの、「本業に付随する業務で上

司の指示がある業務」という観点から労災

として認められたという特殊な案件と考え

るのが適当である。

業務災害の判断としては特殊なケースで

判断が難しい部分があるため、業務災害と

しての認定の可能性を現場の状況や当日の

業務指示の有無などを確認したうえで、早

めに専門家などに相談し、労災申請の手続

きを実行することが望ましい。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp
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